
 

 

第１号様式（第６条関係） 

 

左京区まちづくり活動支援交付金交付申請書 

 

 

 左京区まちづくり活動支援交付金交付要綱第５条の規定により，交付金の交付等を申請します。 

事業名  ○○○○○○○○○○ 

事業の目的 

及び概要 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

参加延べ人数（予定） 

  団体構成員等  ２０ 人  ボランティア  ５ 人  一般  ５０ 人 

事業計画 
日時及び場所 等 

 ○月○日 ○○○○の準備会  ○○公民館 

 ○月○日 ○○○○開催    ○○地域 

 ○月○日 ○○○○作成 

交付金活用による

事業の効果 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

交付金申請額 基本 ５５０，０００円 加算 ５０，０００円 

☑必要 

（理由）○○○○○○○○○○○○○○○○ため 
概算払 

概算払申請額    ４５０，０００円 （交付金申請額の３／４以内） 

構 成 員     人(当該事業に参加する構成員    人) 

内   訳 
活動目的等 団 体 

 

 
活動内容等 

添付書類 

（☑を付けてくだ

さい） 

☑規約，定款等       ☑収支予算書（第２号様式） 

☑構成員（役員）等の名簿  ☑無償の役務提供計画書（第３号様式） 

☑活動状況の分かる資料   ☑（○○○○ワークショップ報告書） 

（あて先）左京区長          年   月   日  

申請団体所在地 

京都市左京区○○○○町○○番地 
 

 

電話           FAX        

メールアドレス 

                     

申請団体名称及び代表者名 

○○○○○○会 
会長 左京 花子 

 

（担当者の氏名及び連絡先） 

事務担当 京都 太郎 

○○○-○○○○○○○○ 

○○○○＠○○○○．ｎｅ．ｊｐ 

団体種別 □大学（事業が大学の活動に位置付けられ，交付金の交付先が大学となる場合） 

□大学研究室・ゼミ  □大学クラブ・サークル等の団体  □区民団体  

申請日を記入してください。 

複数の団体が共同で実施す

る場合は，できるだけ主たる

団体が申請してください。 

事業内容を誰もが理解できるよう，分

かりやすく簡潔に記入してください。 

区役所との連絡調整を担当していただ

く方の役職，氏名，連絡先（電話番号，

メールアドレス等）を記入してください。 

目的達成のためにどのような内容の事業

を行うのか，個々の取組ごとに，実施時

期・実施場所等を記入してください。 

これまでどのような取組・準備を行ってきた

のか，この事業を実施するうえで団体のど

のような特性・専門性が発揮できるのかな

どについて具体的に記入してください。 

記   載   例



 

 

第２号様式（第６条関係） 

収 支 予 算 書 

 

収  入（右欄の支出に充てるもののみ） 支  出（対象経費のみ） 

項  目 金  額 内  容 金  額 

自己負担 200,000円

寄付金収入 150,000円

参加費収入 

 ５００円×１００人 50,000円

交付金（基本） 

550,000円

交付金（加算） 

（第３号様式から転記）   50,000円

併用する他の交付金の名称 

事業開催チラシ印刷費 

 

会場使用料（50,000×2） 

 

冊子デザイン・印刷費 

 

材料費 

 

○○運搬費（10,000×5） 

 

文具 

 

講師謝礼（10,000×５） 

 

郵送費 

 

○○○○費 

 

○○○○料 

100,000円

100,000円

200,000円

50,000円

50,000円

40,000円

50,000円

10,000円

200,000円

200,000円

合  計 1,000,000円 合  計 1,000,000円

※ 支出は，消耗品費，印刷費，謝礼金，会場使用料などの種類ごとに詳しく記入してください。 

※ 併用する他の交付金は，申請中，申請見込みのものも記入してください。 

※ 「収入合計＝支出合計」となるよう記入してください。 

記   載   例

対象外経費は記入しないでください。 

交付金の対象経費の内訳を具体的に記入してく

ださい。計画段階であっても適正な事業規模で

あることを確認する必要がありますので，できる

だけ具体的に必要最小限で積算してください。 

また，収入と支出の合計を一致させてください。 

交付金以外に収入があり，計算上の上限額だと

収入の合計が支出の合計を超過するような場合

は，超過しないよう（収入と支出の合計が一致す

るよう）交付金を減らして記入してください。 



 

 

第３号様式（第６条関係） 

無償の役務提供計画書 

 

実施予定日 事業名 
無償の役務提供量（ａ） 

（従事者数×従事時間） 
ａ×500（円） 

○月○日 ○○○○の開催 
８０ 

（20人×4時間） 
40,000円 

○月○日 ○○○○の開催 

６０ 

（10人×4時間） 

（10人×2時間） 

30,000円 

    

    

    

    

    

    

    

    

  合  計（ｂ） 70,000円 

  
ｂと50,000円の 

どちらか低い額 
50,000円 

 

 

 

 

 

※ 事業当日のものに限ります。（事前の打ち合わせ等は対象としません。） 

※ １時間未満の従事時間は切り捨ててください。 

第２号様式の「交付金（加算）」欄に転記してください。

記   載   例


